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1咽 神戸法学年報第四号 (2聞の

はじめに

国醸司法裁期断(以下、裁判所〉への訴えは、通常、国際司法裁判所規程

(以下、規曜)40条ならびに国際司法裁判所規~Ij (以下、理則)38条(一方的

提訴の場合〕ないし39条(合憲付託の場合〉にLたがうて提起する己とがで

きる。しかし、ある種の訴えは答弁書において付随手続として提起されうると

され この訴訟酷属中に世告がその訴訟手続を，1.周して原告に対して訴えを提

起できる制度は反訴 (Coun旬r-Claims，Demand田 r田onventionne11曲)と呼

ばれる.

そもそも反訴制度は、訴訟当事者の平等・公平を保障する観点から導入され

ていると考えられる。つまり、反訴は、原告が罰議対象となる請求の範閣を定

める 方的提訴制度(規程40条、規則38条)の裏返しとして、被告にも請求

の範囲を瞳正する構会を与えているのである1. しかし、いかなる請求でも反

訴として認められるわげではなく z、一定の要件を満たす占要がある。

国際司法裁判所における反訴は、規程ではなく、姐則により規律されてお

りへ現行盟則80条は次のように規定している九

1 D. Antilotti， (La r∞nventione nella proωdu四 internazionale)，Scritti 
di diritto intern師 iona1eD (1957)， at 234. (皆川洗「反訴Jr国際訴訟序説』
(1963年)167頁による)
2 ちなみに、あらゆる輔求を許容する反訴制度もありうる。 18関(明治羽〉隼の日本
旧民事訴訟法 201条、口町マ法等を多照a新堂幸司・福永有利編『注釈主主事訴益法(5)
訴え・弁論の種備J(1曲8年)描2一団3買、雑本閥造「反訴論Jr法学志祢J13巻10号
(明治44年)7頁、 47-49頁。
3 1922 PCIJ Rules of Cou此， Art. 40; 1鉛tiPCIJ Rul曲 '-ofCourt， Arι 田，
1946 ICJ Rul儲 ofCo町 t，Arl. 63; 1972 ICJ Rules of Cou凶， Art田;1978 
Rules of Court， Art. 80 また、鈴曲年12月5日に同第80条は修正された〈亜年
2月1日に効力発生)。
4 Rules of Court (1978) as ammended on 5 Decemb町 2仮~，出@旬批;，

available at tlle Court'e website (www. icj-cij. 0唱う
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第曲条1項裁判所は、反訴が輯判所の管轄に属L、かっ他方の当事者の請

求主題と直接的関悟にある場合にのみ、これを受け入れることができる。

2項反訴は、己れを提出する当事者の答弁書において行われ<;ものとし、当

該当事者の申立ての一部として提出されるものとする。民訴に対して文書で

見解を提出する也方の当事者の権利は、追加的辞書書面 t抗弁書および再抗

弁書]の提出に閲する本規則45車2項に世ういかなる裁判所の決定にも関

蝿なく、追加手輯において保護されるものとする。

3項裁判所は、本条I項の適用に関して異議が申立てられたとき、若Lくは

載判所自身が必要と考えるいかなるときでも、両当事者の意見を聴識した後、

それについて決定する。

上記規則から、車判所の直訴漫理には、二つの要件が聾されていることが分

かる。それらは、まず第一に、反訴が裁判所の管轄権に属するか、という管轄

権要件であり、そして第二に、医師請求と他方当事者の請求主題との聞に直接

関連があるか、という直接的関連性要件である。

官轄橿要件が、同意原則を担拠としていることは明らかであろう。反訴とい

う特殊な提訴方法により、同原則の適閣を免れることは許されないのであり、

これによって本訴控告による反訴の置用が一定程度防止されると考えられQ'0 
他方、直接的関連性要件は、「よき司詰漣宮Clabonne administration de 

la justice， the pro胆 r[or回undJadministration of justi田)J'の確保を

5 App1icaもionde la convention pour 18 prev阻 tionet 18 rep時凶iondu crime 
de genocide (Bosnie-Herzegovine c. Yougoslavie)， dema.ndes開convention
nell脳， ordonn岨 cedu 17両国nb四 1997，1曲7CIJ Rec. 257， para. 31 
6 Application de la convention pour 18 prevention et 18 rep四 ssiondu 
crime de genocide， idなお、「よき司法運営」と並び、「被告の s権利， [強調筆
者1J保穫が濫周防止を目的とした直後的関陣性要件の根拠とされているが、これは
論点先取を含んでおり、検討に値しないと思われる。ぷ回目 Thirlway， 
Counterclaims Befa阿 the/n.ternational Co町.t01 Ju.stice: 1'he Genocide 
Conv，叩tion叩 d叩 PlatformsDecisions， 12 LJIL (1咲削白紙 216
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その根拠としていると考えられる。しかし、己の概意が官時する内容は必ずL

も明らかではなく、裁判所の説明を鑑みるならば、同概まはその基盤を異にす

る諸原理を吉んだものであるといえるLまずそうした原理の一つに、訴訟睦
高上の考慮があげられる。己れは、重檀審理を回避すると共に手続が煩雑にな

ることを防止することをその内容とするものであり、裁判所およぴ当事者の負

担を軽揖Lて最小限の合理的範囲におさえるべき己とをその目的とする。つま

り、これは迅速に手続上合理的な裁判を実現するという理意を示す原理であ~

といえる。また、「よき司法運営」は、各請求およびその基盤にある紛争を全

体的に把握し、それによって判決の統一性(画一性)を確保する、という紛争

処理の内実に関わる要請をも含んでいると指摘される。こうした考慮により、

社会的に密接な開服にある紛争を単 の訴訟手続内で根本的に解決するという

載判制度が持つ理意の一つが実現されうるのである。

本欄は、請求の関連性に焦点を合わせることにより、匠訴にかかる指導原則

である「よき胃桂運営」の内実を実証明に考察することをその目的とするもの

である。換言すれば、民訴が提起された際に輯判所が訴訟経曹という手続的合

理性と掛争解決という実体的合理性のバランスを掴何に図ろうとしているかを

明らかにしたい。

以上の問題意融のもと、まず、反訴の概意を考察する。実行上、裁判所は反

訴請求の審査に醸し、二段階の審査を行ってきている。つまり、①当該請求が

規則80条の意障における「反訴」を構成するか(民訴の認識の問題〉を検討

した桂、②80条に規定された要件を満たすか(反訴の畳理可能性の問題)を

検討するという方法である九桂述するように、学説の中には請求の関連性を

7 Application de 1a convention pour 1a prevention et la re戸港ssiondu crime 
de genocide， &街pranote 5， at 257， p町 'a.30
8 Application de la convention pour 18. prevention et la repression du crime 
de genocide， supra note 5， at 256， pa四 26;Les activites a四leesSUl' le 
territoire du ∞，ngo (Republique democratique du congo c， Ouganda). 
demandes四四回目出皿，11ω，ordonn師団 du29 nOV9rr池田由01，Cthe切xtis 
available at the Court's website)， para. 28 
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匠訴の認識の問題ととらえて論ずるものもあり、議話輔の方法に混乱が見られる

ように思われる。したがって、第一章で裁判所における反訴の定義を明らかに

し、請求の関連性の問題は畳理可能性の問題として直接的関連性要件を分析す

ることをもって十分であることを確認しておきたい。

そLて、第二章では、畳理可能性の問題として直接的関連性要件を検討する。

近年の判例'を通して裁判所による直接的関連性の認定"を分析する乙とによ

り、反訴の畳理に障して裁判所を規律している原理を明らかにすることがそ己

での目的であるa

9本稿では、 90年代後半以降の四判例(ジ品ノサイド条約適用事件Applicationde 
1.曲脚ntionpour la prevention et la rep問凱ondu crime de genocide， 
叫 ¥pranote 5;紬井やぐら事件QilPlatfo四国 <IslamicRepublic of Iran υ 
Uni凶dS比atesof America). Counter-Claim， Order of叩 Ma.由 1998，1鈎8
ICJ Rep_ 1曲，カメルーンとナイクエリアの領土および海洋境界事件Frontiere
terretre侃 mar1timeentre le Cameroun et le Nigeria (Cameroun c 
Nigeria)， dem皿d何回conv阻tionnell凪 ordonn皿~ du鈎 juin1999， 1999 
CIJ Rec. 9唖，ロンゴ領域における軍事活動事件L回 act討論esarmees開 r1. 
加Titoiredu congo， supra no拘 8，)をその主な分析対象とする。なぜならば、
ジェノサイド条約適用事件を契機として、手続〈先決手続での処理〉及び内容〈要件
の定式dυ につき反訴の形式及び実体の両面において判例の変更がみられるため、現
在の畿判所の立場を考察する本稿の聞Lからは上記四件の分析で十分であると思われ
るからである。ちなみに、置訴に関する常設国際司法裁判所以来の先例は以下の濁り。

常設置曙司法裁判所但CIJ) 三件
ホルグョゥ工構事件(賠償) L'国 inede chorzow (dem岨 d.阻 indemni凶)
(Allemag田 c.Pologne)， fond，町retNO.13 dll 13 sepωmbre 1928， CPJI 
侶er.A) No.17， at 36 et seq 
1925年5月15日、ドイツ俗、ポーランVがホルジョウ筆集工場をドイツ固有財産と
みなして収用した乙とはドイツ人の支配する会挫の財産収用を禁じたジュネーヴ条約
に違反すると主濃い同条約第却条に基づいて裁判所へ提訴した.塑26年 5月25自
の判闘でドイツが勝訴した〈判決番号第7)が、その鰭巣として行われた9品ネーグ
条約の違反から生じた損害陪償についての二国間交捗は結局まとまらず、ドイツ陪
1927年 2 月 8 目、再度ジュネーグ条約に基づいて賠償支払いを求め~諮求を提起する

に至。た。それに対しポーラン円:t~ 1919年12月割日の契約[ホルジョゥエ場委穣
に関するドイツと上部シレジア窒素株式会社の契約]によりドイツ政府が自由に処分

しうる株式全部(名目価格一億一千万マルク〕を引き渡す旨判決することを本案の答
弁書において裁判所に申立てた。裁判閉iま、 E訴についての管稽権を両当事者の黙示
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の合意に基礎付げた(応訴管鎗〉後、「この反訴ほ、被告により提起された抗弁の基

礎をなすべルサイユ条約第256条[上総ジレジアにおいてドイツ帝国に属する一切の財
産及び所有物をポーランドが取得する]に基づくものであり、したが勺て、それは本

訴噛求と法的に間違している(.connexite juridique avec la demande principaleh) 
」と認定し(実質的条件)、同尻訴が答弁書において表明された f形式的条件〉ことも
加えて、 1922銀則40条の要件を満たすと判示した。

ミ品ーズ河引水事件 Affaire d闘 prisesd'eau a 18 meuse (Les Pay-Bas ι 
Belgique)， arret du盟 juin1937， CPJI (Ser. A!B) No.70， at 7，，28 Qnd 32. 
1936年8月1目、オラングiま1筋S年4月12日に締結された条約の解釈と適用に測し、
選択条項に基づいてベルギーを一方的に提訴した.それに対しベルギーは、答弁書に

おいて、オラシダの堤防増築による同条約違反の認定およびユリアナ速河の給水が同

条約に総得されることの磁認を1田8年第胡リ曲条に基づく反訴として提起した。オラ
ンダ俗ベルギーの反訴に異議を唱えず、裁判所は f(反訴)務求肱、本訴鱒求に直銭
関連しており、答弁書にて提唱し得る」と述べて反訴を受理した。

パネペグス z サルヅチスキス鉄道事件 Affaire du chemin de Cer panevezys-
saldutiskis (E品。niennec. Lithuanienne)， aπet du 28筒前町 1田9，CPJI 
(8"，ん B)No.76， at 7-8 
1937年11月2臼、エストニアは同鉄道の所有権とそれに基づく損害賠償に閲して、
選択条項に基づきりスアユアを一方的に鍵訴し允。リスアニアは答弁.において、二

つの先決的抗弁(ーっ目俗国籍継続の原則に基づき、二つ巨は圏内教済発了原則に基

づく〉と同時に、エストニアの輔求棄却とは代替哨に損害賠償額に闘する反訴を1936
年63条に基づき侵出。裁判所は、反訴の問題にほ何ら触れることな〈、りスアユアの
第二の抗弁(圏内的救済が未完了)を認容して本案を却下した。

国際司法裁朝間三件

庇2要事件 Mfaire du droit d'asile (Colombie/Perou)， arret du 20 novembre 
1950， 1950 CIJ Rec. 2田， 270-271， 2曲 281and 288 
1剖9年10月15日、コロンピアは、アヤ・デ・ラ・トーレに対する庇護置として、
条約およびアメリカ国際法の範閥内で庇穫のため位犯罪の位置を決定する梅阪を有す

ることの確認ならびに領域国ペルーが周人が安全に圏外へ退去するための必要注保涯

を与える艇務を負うことの確認を求め、りマ議定書(1拙9年8月31回締結)に基づいて
裁判所に提訴した。ペルーは、その答弁書に怠いて、ヨロシピアによる庇護の供与は

1928年の庇穫に聞する条約に違反することの確恩を1946年規則63条に基づく反訴と
して提出した(口頭弁論中に、庇績の維持も同条約違反であることを追加h貌判所
は、答弁書中の反訴のみを審査し、まず管糖梅につきコロンピアが最終申立て段階で

争わなか。たことを理由に認容した(応訴管傍〕。そして、直後的関連につき f[安全
通行証の要求に関するコロシビアの請求と庇穫の正規性に関するペルーの反訴請求の

関係は、]安全通行証を要求しうる前に必要とされる一定条件が、まさに反訴により
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関係付けられる事実如何にかかるほど直銭的である」としてその直接澗関連性を認定

し、反訴を受理した。

モロッコにおける米国民の権利事件 Rightot Na.tionals of the United State泡'"
Mot'occo (Fr田 cev. United 8tatωof Americ!U，' Judgment of 27 August 
1952， 1952 ICJ Rep. 176， 181 and 213 
1冊。年10月舘目、フランスは統監命令〈適貨割当てを伴わないモロッコへの輸入
を規制。フランスまたはフラシス適合地繊は適用除外。)が仏米聞の諸条約に照らし

て有効であること丑ぴモロッコにおける米国民i志向命令に服すべきことの確認を求め
て、選択条項;等に基づき裁判所に提訴した。米国はその答弁書において、モロッコに

おげる米国の条約ょの権利が有効であり、土肥統監命令はそれら権利を侵害している

旨主張すると共に、司Eロッヨ当局による課税価格の決定方法がアルヘシラス一般議定

書iζ違反すること及び米国民に対する傑税は同国の事前の岡倉を要することを反訴と

して提出した。原告(フランス)から反訴に対する何らの臭議もなされず、裁判所も

反訴受理の劃牛を何ら挽討することすε〈、本集において本訴および反訴の両請求内容
につき判断が下された。 f課税への同意に閲する鵡求は棄却。課税価格に測する請求
につき一司3認容。)

なお、反訴に関連しうる事件としては、漁業事件(被告ノルウ呉ーが反訴を留保し

たが、被告勝訴に伴い反訴は取下げられた。 VoirAffaire des pech釘描
但oyaume-unic. Norvege)， aη'et du 18 novemb四抽出， 1951 CJI Rec 
126， Pleadings 1 576 and IV田2.)とテヘランにおけるアメリカ合衆国の外交領
事職員事件〈裁判所がイラシによる反訴の利用可能性を指摘した。 SeeUniωd 
States Diplomatic and Consular Staff in Tehran '(Uniぬd S比ates of 
America v. Ir阻).p四 visionalM阻田res，Order of 15 December 1979， 
朋 9ICJ Rep. 15， para.目。〉もある。
また、これらの剰例については、 G.Guyomar， (Commental珂 dureglement 
de 1a Cour international j田，;田 adapte 1e 14 avril 19守的， (1拠3)，at 621-
525; S. Rosenne， The Law岨 dPrac出 eof the International Court， c針d
Ed.， 1997)， (he阻 naftercited as law and p阻 ctice3rd Ed.)， 1274-1276; S 
R"師醐，白肌附 C!ωm，m 的elnternational Court 01 Ju副 ceRevisited， 
in C.A. Armas Bar岨 etal. (eds.)， Lib町 Ami，回目血 'InMemorianピ0'
Judge Jose Maria Ruda，α0閃)， (hereinaf旬rcited as S. Rosenne， 
問 visited)，459-468も参院

10管結権要件に聞する議論は、判例上も大きな争点となっておらず、本稿の主旨に鑑
み、直接的関連性要件の議論に関わる限度においてのみ問要件にも触れることにする。
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- &訴の揖念

国際司法裁宇田庁での訴訟において、「反訴jはいかなる手続として想定され

ているのであろうか。直訴自体の定義は盟則には存在しない。したがって、裁

判所は尻訴に勺き一般に承認された糊捻に照会し、それを取り入れているも

のと考えられているヘ

(ー) 各国圏内法上の宜轟

各国園内法上の反訴概倉、を概翻してみると、日本法では「訴訟揮属中に被告

から原告に対L:本訴に併合して提起する訴えJ"と定義されており、日本法に

革審を与えたとされるドイツ法でも反訴は「同手続で被告が原告に対して握

起する訴えJ"とされている図これらは、一個の訴訟手続での処理という訴え

の手植的側面に主眼をおいた定義である。ま?と、英米桂においても「原告の請

求に対抗して同手続内で被告が原告に対してなす請求J"、ないしは「本訴

請求がなされた桂に、他方の当事者に対して主損される故済の申立てJ"であ

るといわれ、上記二法と大差はない。ただし、英米法では「庫告の請求と同ー

の取引ないし事件関陣から生じた被告の請求は、反訴で主張しなければ忽らな

い」という強制(必嬰的)反訴があり、反訴による紛争の一国的解執がより撤

底化されている点に特置があるといえる11

11 皆川間町掲嘗J162頁.
12杉村敏正・荒野和夫纏『新法学静奥J(1田1隼〉朋6夏、島'訴訟法146条。
13 山回展『ドイツ法律用語辞典(改訂増傭版)J(1993年)732頁。
14 困中英夫『笑米法辞典J(1鈎1年)田6頁。
15 B. A， Garner (.吋)， Black's law d印刷田町 (7thEd.， 1鈎9)，aもお3
16 なお、イラン米国請求権裁判所においては、この種の民訴のみが受理されうる.
島eClaims晶比国国ntDeclaration， 19 January 1981， Art. II， para. 1， 
Iran_Uni旬dStates Claims TribuDal Reports Vo1. 1，叫 9;Pro叫sional1y
Adopted Tribunal Rules， 10 March 1982， Art. lSレ19，id.， 7ι.77 晶， ，，"，0 
G. H. Aldrich， The Jurisprudence of the Jr，皿-UnitedStates Claims 
Tribunal， (1醐)， at 113.116 
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他方、仏法では、「すでに悟属中の訴訟に対してなされる付帯請求の つで

あり、『本訴の被告がその相手方の申立ての単なる排斥以上の利益を得ようと

する請求〈新民訴64条)JJ"と定輯され、匠訴は防御に付帯しうるとも指摘さ

れる汽学説上も、反訴は「原告の主張に抵抗することで満員せず、原告に不

利な判決 [unecondamnation cont四 ledemandeurJを裁判所に求めるとこ

ろの、被告により申し立てられた付随的請求」と定義されており"、この定義

を参闘しつつ皆川出は、国際訴訟におげる反訴を「積極的・攻撃的に原告に不

利な判決を揮ょうとする別畑の請求として揮起きれあものJと定義しているへ

これら定輯では、手続上の側面(付帯請求)に加え、請求の性質に言及してい

る点が控目される図

以上の各国圏内桂から、以下の共通項が確認されよう。まず第一に、反訴は

(本訴〕桂告が(本訴)原告に対してなす謂求である。そして第三に、反訴は

悟属中の訴訟手続内での訴えであり、本訴の訴訟手続に属する行為として、一

個の訴訟手続においてなされる。これら二点より、反訴は(本訴〕桂告による

請求の客観的追加的砕告であるといえ、この手続的観点からする概意は国際司

法裁判所でも通網性を持っと考える。

ただ、各圏圏内法上、いかなる請求が反訴輯求とみなされうるか、という

晴求'邑体の性質(本訴請求の排斥以上か、同一取引・事件から生じたか、

原告に不利な内容か、等)については、必ずしも定義の一致がみられるとはい

い難い。

17 山口俊夫『フランス法辞典J(捌2年) 1且頁。 Voira回 siG. Cornu， 
(Vocabulaire j旧 idique)，(2岬0)，at 2冊。
18 G. Cornu， id 
19 R. Morel， (Traite elementaire d・procedu四 civile)，(20 Ed.， 1叫:9)， at 

29~い294

m劃 11r前掲書J162買。
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(ニ) 国際司法器判所による定義

国際司法輯判所は、反訴謂求自体の性買につき、何らかの要素を反訴の定義

によみこんでいるのであろうか。この点については、ジェノサイド条約適用事

件において裁判所によりなされた定義が参考になる。裁判所は匡訴請求は本訴

請求との関連で「二重の性格」を持っとして、以下の点を指摘したのであっ

た別。まずーっには、反訴がもっ「斬輔求 (unepretention nouvelle. a new 

claim)を付託する自律的訴訟行為」としての性格であり、これは「訴え」の

側面に重点を置いたものとされる cr反『訴'JJ)。それと同時に、反訴は「本軒
請求 C!a由m岨 deprincipala，由eprincipal claim22)と連結 (rattacher， 

linkヨしている」という性格を持つ crr尻』訴J)。それでは、裁判所が指摘し
た各要素がいかなあ意味内容を持つのか、裁判所の実行に照らしつつそれぞれ

分析してみよう。

111新たな訴えの纏起

裁判所に対して請求の判断を求める行為(申立て行為)はー艇に「訴えJと

よばれ、新たな訴えとは新請求を含む申立てであると解される。ここで、新請

求とは何かが問団となるが、この点につき、裁判所によれば、新請求は「本訴

請求の棄却を超える敢揖を求める請求」であるとされる調。すなわち、裁判所

においては、答弁書の申立てにおける本訴謂求の棄却を超える内容を持った請

21 Application de 18 co町entionpour 18 p時四ntionet 18 repression du 
。笠宮1ede genocide， supra 00凶 5，at 256， para. ?:l 
" ロゼンヌは、“pr凶 cipal-(英〉 は、“primitve.({b，)の誤釈である可能性を指
備している。 SeeS. R田町ns，revisi悟d，supra 00ω9， at 458ただ、同語1<，
笑米法上、「本訴手続における主要な輔求」の怠として、使用されているようで彪る。
晶沼 Black'slaw dictionaryσth Ed.). 8Upra note 15， at 441 
" A即 lication血 1，田町田tionpour la prevention et la repression du 
ぽ imede giinocide，叫r.pranoω5， at 257 para. 29; F町ntière 旬~t回航

maritime四国 leCameroun et 19 Nigeria:， s叩ra00ω9，l aag田La，
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求が、反訴と認識されうる新たな訴えなのである。

したが令て、棄却判決から論理必然的に導かれる請求は、上吉田基準に照らし

て新た江訴えとは言えないため、反訴ではないということになる。実際、 19回

年7月31日の仲裁判決事件では、世告セネガルは、答弁書において原告ギニ

アピザウによる(本訴)請求(同仲裁判決の踊効および不存在)の棄却を求め

ると同時に、同仲裁判決の有効性および原告がその適用量務を負うことの宣言

を求めていた。本件において裁判所は、被告による同請求を反訴として取り扱

うことなく、原告の請求を棄却した韓に、被告の請求を認容したのであったへ

ところで、新請求を吉むということは、反訴が別訴の目的物を構成しうる新

たな内容を訴訟に導入する可能性を秘めた制度であるということも意味する。

この点に関連して、裁判所は、反訴の特性を以下のように指摘する。

「買訴の特性(lepropre， the thrust)は、原告晴求の単なる棄却凶上の目

的(利益)を追求する己とで、訴訟主題・紛争主題(l'objetinitial du 

litige， the origina1 subject-matter of tbe dispute)を極大する Celargir，

wid掴)己とにあ忍」へ

己こでいう a拡大'が何を意躍するのかは明確ではないが、少なくとも直訴

activites armees sur le territoire du cong， sutra noω8， para. 29 なお、
この点に俗仏語上の概念が影却を与えていると解される。 VoirL. Salvadogo， (La 
F師α'"醐回 dela procedure des申mand，時間c01WentionneUes)，32 Revue 
belge世。itinternational-(1田9)，at 245. 
24 Affai四 relativea la sentenc噂 arbitr必edu 31 jullet 19明 (Guinぬーbis胡 U
c. Senegal)， Cond，町"比 du12 novemb時 1991，1991 CIJ Rec. 57; para. 10; 
74， para. 65; 75， para. 69(3) 晶ealso S. Rosenne，四visited，8叩 rano凶
9， at 473 
25 ApJ，Jli岨 tionde la凹間関紙onpour la prevention et la repression du 
crime de genocide， s叩 rano相 .5，at 2開， para. 27. 
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請求が訴訟主題ないし紛争主題との関需で制限を畳ける己とはわかるへそう

した制限の一つに、直訴の提泡により、本訴で対象とされている「紛争」の性

置が変わってしまう場合が考えられよう。ロゼンヌは、反訴が「付随手植」で

あるということから、反訴は悟属「事件(国se)Jの存在を前提にし、その範

囲内に闘してのみ認められるとしでこれを肯定するへまた、庇護事件では、

ヨロシビアが「新たな争点を提起し、訴訟の基礎を移動させる」反訴の畳圏不

可能性を主張したことがある"。同事例においてはヨロンピアが同事由を請求

の直接的関連性が欠却している理由として援用し、裁判所も置接的関雄性の問

題としてこれを処理したため、己の問題が反訴の「認識JiX元の問題として裁

判所に捉えられていると即断することはできないかもしれない。 Lかし、(本

訴で提起された)紛争の変質が反訴の特性に起因する問題であり、民訴認識と

密接な関棋を持っこ&は疑い得ないであろう。己うした「紐争」の華置にかか

る曜論は、実際の判断に際して難Lい問題"を生じさせるとはいえ、理論的に

は是認されうる立論ではある。なぜならば、紛争を聖置させる新たな訴えは、

それまでの審理を輔駄にしかねない上に、管轄権の基礎にも疑議を生じさせ石

かもしれないからである。

以上より、反訴は、新請求つまりは本訴請求の棄却を超える輔求の判断を載

判所に求める訴訟行為であるといえる。ただし、棄却判決に内在する請求は新

請求ではないため反訴とはなりえず、掛争を変置させる請求は尻訴の特性(桁

26 事項管結権による反訴の限定も紛争主還の拡大に対する制限と考えられるが、管腸
権に聞する要件は本稿の検討対象を超える。ただ、事項管鎗による制限は、応訴管職
により治癒すると考えられる点だけ指摘してお<0 8ee S. Rosenne， law and 
practice 3rd Ed.， supra note 9， at 1276， 
27 S. Rosenne， revisited，四~pra no旬 9，at 458 
28 Afiaire du droit d'asile (Colombie/P1irou)， ar凶色 du20 novemb四 19団!
1950 CIJ Rec. 2-開。
" 例えば、どの「紛争」か(一応、原告の主張をもとに裁判所が構成する「紛争」と
解するのが妥当であるように恩われるJという問題やどの程度で「変質」とみなし
う事かとい勺た問題があげられよう。
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争主題の拡大〉を逸脱するため反訴と見なLえない、と解される。己れらは、

(本訴〉原告による「訴えの車更」に対する制約と対称をなすものとも考えら

れる"。

(21 本訴晴求との連結

尻訴は本訴と“何らかの・関保を持つ必要があると指摘される。この点に闘

して、反訴と「認識」されるために不可欠な要素は見いだしうるのであろうか。

ことでは、主張の次元での連結(..)および事実の次元での連結 (b.)を取り

上げ、それぞれにつき裁判所の立場を明らかにしておく。

a 防御との一体性

己己で、防御 Cdefense，defence) (抗弁 ox僧 ption，objection [or 

affirmative def，個師])31とは、直訴と異なる以下のよう江性質を持つ櫨告の

主張であると考えられる。まず第 に、紡掴は、軒たな請求としての部分(例

えば原告の責任追及)を持たない主張であり、本訴請求の排斥のみを目指した

ものである。この且は、裁判所による反訴との区別で最も重点、が置かれた性質

30 判決内在繭求につき、プレアピヘア寺院事件 (Casecon田 rningthe Temple of 
Preah Vihea.r (CambodiaυThailand) ， ，Merits， Jurlgment of 15 June 
1962， 1962 ICJ Rep. 30)を参照。また、紛争の性質変化については、ベルギーー商
事会社事件(Sociatecomme四ia19de Belgique恒elgiquec. G凶C9)，arret 
du '15 juin 193fl， CPJI (Ser. A!B) No， 78， at 173.)、ニカラグア事件
(Mi1itary and Paramilitary Activities in and against Ni曲目gu.
(Nicaragua v. Uni切dSta旬唱 ofAmerica)， Ju由diction阻 dAdmiBsibility， 
Judgment of 26 November 1曲4，1岨4ICJ Rep. 426-427， paras. 77匂80.)、ナ
ウル燐鉱地事件(0，由m"岡田 aphosphates a Nauru (Nauru c 
Australie) ) 世 C即tionspreliminarω， iur:et du 26 ;uin 1992， 1992 CIJ Rec 
26(ト銘7，p町田 68-71.)を参照。
31 杉村他編『新法学辞典』担7頁。「相手方の申立てや主張をただ苦隠するのではな〈、
この排斥を求めるために相容れない別個の事項を主張すること.防御の一種j。
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である"。第二点目として、防御は本訴謂求に依存している点が上げられる。

つまり、反訴が本訴の却下・棄却とは関昂抱く別個独立した判軒対車になるの

に対L、防梱は本訴の釘下・畢却に伴うて消滅するのである31最桂に、防御

は被告の橿利として主張でき、反訴が裁判所による制約(畳理可能性の判断〕

を畳けるのに対して、裁判所が防御を禁止する手続規範は存在しない"。

上記のような概意上の区別は理論上可能とはいえ、実際には民訴と防相を峻

別することは必ずしも容易ではなく、反訴は防御であることを通ビて本訴と連

桔関揮をもつべき、とする考えが主聾される。ここでの問題は、直訴は妨御の

延長線上としてしか認められないのか、つまり、反訴は防相としても機能する

請求のみに限定される恥ということにある。

この問題に関して、ジェノサイド条約適用事件においてウィーラマシトリー

判事は、本訴請求に対する防掴として機能する請求が反訴であり、本訴請求の

決定を伴わない新請求は匠訴ではないと解する個別意見を付した叱学説上も、

ガネやペグナ、ヌグィル等はこれと同じ立場を採っているものと解される調。

こうした考え方は、規則の起草過程からは是認されう Qものともいえる。

32 Application de la convention pour la prevention ωla repre副 ondu 
官官nede genocide， 8叩 ranooo 5，叫 257，para. 29 
33 L. Savadogo， 8叩 rano旬 23，.も 246-247 しかし、パネペジス鉄道事件では、
(圏内救済未完了を理由とした〉本訴軒下のため、反訴も来審査であった。 SeeSup阿
note 9 
34裁判所は、防御の審理は本訴鯖求の決定に含まれるため、それには規則曲条は適用
されないと指摘したoApplication de la convention pour 1& prevention et la 
r句同開iondu crime de' genocide， s叩 ranote 6， at 257， para. 28島， aJ.o 
Eτ'hirlway， 8t街pranoω6，叫 2刷
35 Application de 1& convention po世 1aprevention et 1& rep!'E関iondu 
crime de genocide， supra noぬ 5， at 289-291， (Vice-Presid田 t
Wee四m.antry，Dissenting Opinion) 
36 R. Genet， (L田 "'m叩 desreconventionnelles et la procedure 申 Iα
C，P.よけ， 19 Revue de droit in世田tionalet de legislation compa巾，
(1"938)， a.t 175; O. L. Pegna， Counter-claims and Obligations Erga OmnElS 
before的elnternational Court 0/ JI回 tice，9凹 IL(1醐)， .色 726;Y. Nou 
vel， (La re館山抽出tedes demandes recorwentionnelles申U叩 t10四"'
intemationaLe de justice a la lum.iere de deux ordonnances rec田急88)，
XLIV Annuaire f:四国.，旦 dedroit intarnational (1998)， at 328. 
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1922年の規則制定会議において、アンティロッチは、反訴が防掴と見なされ

うる場合があるかという聞いに対し、「それが、我々が反訴の訴えと呼ぶもの

であるJ"と回答しており、 1934年でも「翼勝、民訴が防御に曹接に桔ひPっき

うる」戸との指摘を行っている。また、「形式的には請求であるが、実際には

防聞の性置を持つ民訴がありうる。J$との1922年の会議におけるフィンレイ

の指摘もあ率。

しかし、ここで検討すべきは、民訴が「防相として構能する」ことの意味内

容であり、結局、反訴が防桐的性機をもつかどうかの問題は、本訴請求に対す

る民訴甫求の効果の問題に帰着すると考えられる。つまり、それは判例におい

て指摘された「本訴に直撃する (riposte，re配 t)Jことに加何なる意障を含め

て解釈するかという問題なのである。

この問題に対しては、まず、本訴青青求への反撃を「本訴請求を妨げるあるい

はその効果を描ずる」効巣を要すると解す立場がある。こうした主張は、ジェ

ノサイド条約適用事件においてポスユア=ヘルツェゴピナから主張されたもの

であり、上記の諸学説も同憾の立場に立っているように思われる。他方、本訴

請求への反撃K上記の効果までは要求し江いと解す立場もあり、サールウ sイ

は、ジニ昆ノサイド条約適用事件においてポスユア=ヘルツェゴピナの主張を畳

け入れなかったことから、裁判所はそ己までの効果を要求していないように思

える、と論じてい6制。この点、桂者の立場をもって畏当と解すべきでああ。

なぜならば、実行上、裁判所は(反訴)請求の「防醐」的性格しいては「本訴

晴求への攻撃」の要棄を民訴の定義に不可欠な要素とみなしてはいないといえ

るからであるへこの要章は、裁判所における反訴概念に必然的に付随Lて匠

37 PCIJ Ser. D， No. 2， 4th addendum， 262 
38 PCIJ Ser. D; No. 2， 3rd addendum， 106 
39 PCJJ Ser. D， No. 2， 3rd addendum， 108 
40 H. Thirlway， lJupra note 6， at 212 
41 Voir Application de la convention pour lli. prevention et la rep間関wn



122 神戸法学年報第，.号 (2加3)

訴と認申曲される請求を限定するようには機能しておらず、受理可能性の問題と

して「関連i削を検討する際に考慮されうるに過ぎない。したがって、裁判所

においては防閣として機能しない民訴も「反訴Jと認識される、と結論付けら

れる。

b 事実の同性

事実/J{元の問題とLては、匠訴清求がその基礎としている事実を媒介して本

訴請求と連結しているべきであるとする考えがあり得る位。つまり、民訴請求

が本訴請求の基礎としている事実に立脚している必要があるのか、そしてそれ

が反訴の概金上要求されるのかという問題である。これは、いわゆる官笥針ザ

匠訴と・間接的'民訴の区別をめぐQ問題として一世に認輔されてきたといえ

る竺世来、この区別は菅轄権要件との関障で議論されてきたように恩われる

が、ここでは、尻辞原告により本訴請求の基礎となる事実とは異なる事実が提

起され、そうした新事実に基づいて請求が定立された場合に、当該請求が「反

訴」とみなされるのかという点から問題を検討してみたい。

この問題は、グ孟ノサイド条約喧用事件における一つの争点であった。ポス

ニア=ヘルツェゴピナは、「ユ ゴスラピアにより直訴として提出された事実

は、本訴謂求が基礎とする事実と全く異なって」おり、「それら事実のいずれ

か一方の検討は、他方の法的分析に何ら有益でなく、いなかる形でも何らその

du crime de genocide， s“~pra noω5， 8.t 257， para. 29; L飽 activites
armeas sur le territoire du congo， s.叩 ranote 8， ps.ra. 29 
42 フロマt'1lー (H.Fromageo。は、反訴を「本震請求が基礎とする事実に直接依
存している請求」と定義していた。 PCIJSer. D， 4th addendum， 264 
43 M. O. HudBon，τ'he Permanent Court ot lnternaばonaIJustice， 1920 
1942， (1剖3)，8.t鈎ふ29唱{管輔極要件の適用を除外しうる事自の問題〉、 τ'h，
Reser品 inin~ernational law， Harvard law school， AJIL su即1.(1鈎2)，
4叩同制
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結果に摩響を及ぼさないJ、と論じたへそれに対しユ ゴスラピアは、「本訴

請求および反訴請求が基礎としている蕎事実は、ボスニアにおげる内戦という

同じ紛争の事実であり、両請求が基礎とする全ての関連事実は、相互に関連し

ているJ"と論じ、さらに、「答弁書には・・・必要なときは、追加の事実・.. 

を記載する」と盟定する規則胡条2項を援用し、「匠訴は本訴で提出された事

実のみに限定されるという主張は、法の基礎を持たないJ"と主彊したのであ勺

たに
また、抽井やぐら事件でも、この問題に関連して、「請求の主題」との関連

世舗という文言を根拠に米国が以下のような主彊を展開Lた。

「反訴は、(本訴)謂求それ自体ではなく、(本訴)譜求の主題と直置関揺が

あらねばならない[強調原文1Jのであり、「反訴が(本訴)請求と嚢甚の隠

障にあること、あるいは両請求が聞 の理論や事実に基づいていることは必要

でない」円。

これらの事例において裁判所は、反訴原告〔本訴世告〉により提出された新

事実を基礎とした請求も「反訴」とみなしていたことから旬、裁判所における

「反訴」はいわゆる「直接的民訴」に限定されてはいないと考えられる。

44 Application de 1a回目阻tionpour 18. prevention et 1a repression du 
crime de genocide， supra note 5， at 252， para. 11 
45 Id.， 254， para. 18 
46 Id.， 2開， para. 23 
47 ロゼンヌも、文雪解釈から反訴が基礎とする事実は答弁書で提起される事実を含む
と解する。 晶eS. Rosenne， revisited， supra no旬9，at 458 
48 なお、「主題 (subject-matter)J の露，;t~ 1鈍6年改正の際に追加修正された。
49 0包 Platforms，S叩rαnote9， at 2咽・201，para. 23 
田 Applicationde 18. convention pour 18. preve叫ionet 1a repression du 
crime de genocide， supra note 5， at 2田， para. 34; Oil Plaぽorms，，8叩出
note 9， at 205， para. 38 
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ところで、そうした新事実の提出は無制限に許容されているわけでもなく、

一定の枠内においてのみ裁判所により考膚されているようにも思われる。己の

ことを、ベッカーは、「反訴の要件{管轄権要件および直接的関連性要件〕を

充足する限り、本訴被告は本訴原告が依拠する事実とは異なる新たな事実を提

出できる」と指摘するし"、サレルノは、「裁判所は本訴謂求において示され

た事実とは異な易事実をも樟討してきた」と述べつつ、買訴により提出される

そう Lた事実は常に同じ紛争と結びついており、本訴が関帰する嶋田じ事実檀

合体"に内在すあ事実と性格付けられてきたと指摘する泊。つまり、新事実を

基礎とした民訴が受理されるかは、直接的関連性、とりわけ控述する事実上の

関連性の問題と密接な問時にあるといえるのである。

以上より、反訴が基礎とする事実は、本訴のそれと同 である必要はなく、

いわゆる「間接的民訴」も反訴と認識されうると解される。しかし、新事実を

基礎とする民訴が裁判所により聖理されるかは、裁判所による直接的関連性の

認定に依存しているものと考える。

本章の分析から、以下の点が確認されよう。まず、本訴披告により提起され

る訴えが本訴晴求の棄却を超える請求を古む場合、当該請求は『反訴」と認識

されうるというととであるへそLて、“民訴か否か"の判断に際し、本訴請

51 P. Bekker， New 1CJ jur岬 rud，師居間同肌U町'laims-interp同制ion0/ 
Article 80 01 Rules 0/ Court，田 AJIL(19隠.)， at 511，制IP，note 8 
52 F. Salerno，【Lα d，"四 Z申 reconventionnelle血田 laproce血阿由 la
cour mternα陶叫lede jus帥 e)，1曲 RGDIP(1田9)，atお8
田 Applicationde la convantion pour 18 prev・ntion目tla repression du 
crime de gen由主.de，supra note 5， at 257. para. 29; Frontiereぬr岡田 .t
mar，曲目岨trele Cameroun et le Nigeria， 8叩 rano切 9，at開5;L闇
aclivites arme偲 surle territoire du congo， supra n。ω8，para. 29.なお、
油井やぐら事件においては、「イランは、米国の醜求が防衛としてではなく、規則曲
条の意味におげる『反訴』として提起されたことを争ってい忽い」として、 ζの点の
言及はなされていないoOil Platfornls， supra note 9， at 203， para. 82. 
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求との連結は実際的効果を持たない。したがって、反訴における謂求の関連性

は、畳理可能性の問題として議論すれば十分である。

ニ匠訴の葺理可能性ー←直接的関連性の認定

本訴融告による謂求が医師として裁判所に受理されうるかは、それが本訴請

求の棄却を超える請求として定式化されている限り、反訴原告(本訴世告)に

よる当該斬請求と本訴原告(反訴控告)による請求との聞に関連性が認められ

るか、つまりは裁判所による両i請求の「直接的関連性」認定の問題に収敵する。

己の点につきロゼンヌは、「反訴の畳理可能性に測する法的問題は、常に、当

該事件の文眠での『関連性』が何を意味するか、そして反訴請求がその聾件を

満たすかということである。」といい“、さらに、民訴が菅轄権内にあること

を確認し、そうした挫にのみ関連性の観点から畳理の検討に進むという近年の

実行から「畳理可能性は、直訴が他方当事者の請求との直接的関連を持つこと

を意味する」 と指摘する臨

本章では、裁判所による直訴の畳理可能性の問題として置接的関連性の認定

を検討する。このことによって、請求の関連性の判断に際して載判所が考慮す

る要薫を明らかにしたい。それでは、盟則を概観して問題の所在を確認した龍、

単j例の分析を適して裁判所の実行を位置づけることにLょう a

(ー) 園陣司法離判所現則

「直接的関連性」の要件は、実行を反映Lつつ、 1936年規則から明文上導

入されたものであり町、「他方の当事者の請求の主題と直接関揺があ」るとい

54 S. Rosenne， revisited， supra 00ω9， at 458 
55 S. Ro曲nne，The lnternational. COU1噂 01Justice: RefJÎ8•ωn 01 Article 79 
αnd 80 01幼eRules 01 C()urt， 14 LJIL (2岨0，at 85 
56伺要件の起草過鐙に関しては、 H.Thirlway， sω'prαnoω6， at 203-2岨 S.
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う文言で現行盟則上は規定されているへそれでは、直接的関連性の認定につ

いて、その主体と客体の両面から問題の所在を確認しておきたい。

まず、直接的関連性を認定し反訴の畳理を決定する主体であるが、 78年盟

則は、文言上、不明確な点を残していたといえる。同規則80条1項は「反訴

は、・・・揖出することができる」と述べ、 3項にて「関連性に疑義が生Uた

場合には、・・・裁判所が原手続への併合の是非を決定する。」と規定されて

おり、誰の疑義か(当事者か載判所か)、また、疑轟がなければ自動的に豊理

されるのか、等については必ずしも明らかではなかった。しかし、これらの問

題については、裁判所における近年の実行により解決されていったといえる。

まず、ジェノサイド条約適用事件で、裁判所は直接的関連性の認定が自らの裁

量事項に専属する己とを確認し"、続くカメルーン対ナイジェりア事件では、

本訴原告(反訴被告)の異議がなくともこの点につき職権審査を行ったのであっ

たへこうした実行を踏まえて、現行現員IJ(2000年瞳正盟国1])は、裁判所の詔

定権を明確に親定するに至ったのであり旬、現在、関連性認定の主体に関して

問題はない。

他方、客体に関Lて、文言上明らかでない問題は「直接的関連性の基準jで

ある。この問題に関して、規則の文言に何らかの手がかりをみいだすことは不

可能であり、起草過程においても裁判所の実行に華ねられた問題とされていた

Ro田 nne，re'由出d，supra note 9， at 4田 465を参照。
57 1978年改正の際、「譜求訴状 (requete，application)の主題」から「他方の当事
者の請求 Cdemande，claim)の主リ題」へと文書の変更がなされた。この「他方の当
事者Jという周語は、いわゆる「粋噛み合意」の事例における実質的な原告 被告関
係を包含するのであり、これによって反訴の適用範囲が方的混訴の事例に限定され
ないことになったのである。 S旨eS. Rosenne， 8upra note 55， at 85 
58 Appli四位onde la co目印刷npour la prevention et la rep同 ssiondu 
crime de genocide， suprαnote 5， at 249-251， para. 33 
59 Frontie四 t.四etreet maritime entre Je Cameroun et le Nigeria， suprα 
00凶 9，at 985モロッコにおげる米国民の権利事件にお砂る対応と比較せよ.
60 裁判所頬」則第開条1項および3項。晶esupra note 4 
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のであったへこの問題につき、学説上、ニつの対立する考え方が存在してい

るといえる。一つには、内在的関連説といいうる考えであり、反訴請求と本訴

請求との関需に何らかの内在的関連が必要でああと説く叱他方、サールウェ

イは、実際上の恒宜 Cpar叫 tica1convenience)を根拠として関連性を認定し

うると解しており、恒宜説ともいいうる考え方に立ヲている叱上記二つの考

え方は、関連性の基準を考える際、いずれも論理的には採りうる説である。 L

かL、問題は現在の裁判所の立場であり、裁判所が如阿にして関連性を認定し

ているのかにある。 Lたがって、実証的手がかりを得るためには近年の載判所

によQ実行を検討する占凄がある。

61 See PCIJ Ser. D， No.2， 3rd addendurn， 781. See also M. Scerni， (La 
procedure de la叩 urpermanente de j嗣 Uceinternati.onαle)， Recueil d鎚
Co世冒， III (1938)， at 645 
62例えば、ペグナ'"、反訴鵠求が本訴鏑求と金<r周ーの」事実を基礎にすることを
基単として掌げる。 SeeO. L. Pegna， 8叩'"n叫e36， at 734また、油井やぐら
事件において小回判事は、 rcク昌ノサイド事件では、)C本訴〉被告により反訴として
提起された問題と{本訴〕原告の〈紛争)主題は、各反訳繍求に含まれている法的問

題¢慎重な検討なしにはその直接的潤迫性が決定できないほど民連結 (in切rlink)し
ていた。」と指摘している.臼1Platfoπ田，叫:pranote 9， at 215.216， para. 9， 
(Judge Oda， S哩mω Opinion) ちなみに、コンゴ事件では、この問題が請求内
容の次元ではなく、「法的議論」次元での問題としても再構成されていた。 L錨
activites armees Bur 19 terri加1四 ducongo， suprαnote 8， para. 10加え
て、ヨンゴは、コンゴ建圃以前の時期に関する反訴請求およぴ請求訴状慢出以後に生

じた事実にき基づ〈反訴請求について、ウガシダがそれら反訴糟求と防御の関連性を示
していないとも主張していた。(晶eid.， para. 12.) これらの主張に対してヲガン
ダは、反訴と防御が密接に関連していることを反訴の受理要件と見なすロンゴの主張

は学説あるいは判例のいずれによっても支持されない、と反論していた。 (8eeid.， 
para. 19.)上記の問題に聞して裁判所'"-ウガンダの主張を認容した。〈晶eid.， 
para. 38.) 
回目 Thirlway， .supra no旬 6，at 219 
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(ニ) 国陣司法裁判所判倒“

まず、本稿で検討する各事件の概要をみておこうへまずは、ジzノサイド

条約適用事件舗である。本件は、 1田3年3月20目、ポスニア=ヘルツェゴピ

ナがュ…ゴスラピアに対して同国のジェノサイド条約違反の確認およびそれに

伴う賠置を求めて、同条約9条を菅轄権の基礎に援用して裁判所へ揖訴した事

件である。匝保全措置命令(二回)"と先民的抗弁に対する判決"を経た桂、

ユーゴスラピアがボスニア=ヘルツェゴピナによるジェノサイド条約漣反の認

定等を求める請求を吉んだ答弁書を1997年7月羽田に提出するに至る。ユー

ゴスラピアの申立て怯、①ムスリムおよびクロアチア人につき、ジェノサイド

条約上の轟萌違反の事実はないこと②原告の主張する ~:L ノサイド行為はユー

ゴスラピアに帰属しえないとと③ポスニア=ヘルツェゴピナ領壇向のセルプ人

に対するジェノサイド行為等につきボスニア=ヘルツsゴピナに責缶があるこ

と嘩関揮者を処罰すること⑤ボスニア=ヘルツ品ゴピナは再発防止のために必

64 なお、これら諸事件にlil978年規則の規定が適用された。しかし、本稿で論ずる直
接的関連性の基準に関しては、 2叩0年修正規則も同内容であり、文書上明確にな。た
部分はない。
65本稿は、反訴に関する手続上の問圃全てを級うわけではないので、直接的関連性。
問題以外の手続的発展についての事実は割愛する。ちなみに、そうしたものの一つに

「両当事者の聴取」の解釈があるが、裁判所は口頭弁論ではなく文書提出をもヲて十

分と判断した。この問題については、 S.Rosenne， Controlling /nterlocω巾
A申"ω 01Proceedings in帥elntemationaL白町t01 Jz田 u同 94AJIL 
C2醐')， at酬を多臨
曲 Applicationde la conv阻 tionpaur 11¥ prevention et la repression du 
ぽ imede g恒ocide，叫ipranote 5， at 249-251， para. 5 
67 Application of the Convention on tbe P忠'9ventionand Punishment of 
the Crime of Genocide， Provisional Measures， Order of 8 April 1田3，
1993 lCJ. Rep. 3; Applicat;ion of the Convention on the Prevention Il.nd 
Punishment of the Crime of G皿 ocide，Provisional Measu同"仕derof 
13 Sep旬mber1993， 1993 ICJ ROp.-325 
68 Application de 111. convention pour 111. prevention et la repr咽 siondu 
crime de genocide (Bosnie・Her:zegovine c. Yougoslavie)， exceptions 
prelimi国立回， arret du 11 septembre 1996， 1996 CIJ Rec弱5
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要注措置を執ること⑥義締違反に伴う暗慣を支払うこと、を裁判所に求めるも

のであった旬。

続く抽井やぐら事件"は、 1992年12月2日、 19町年から 19岨年にかけての

米国海軍によるイヲン油井やぐらの破壊に関Lて、 1955年の米国・イラン間

の宜好・経曹関悟Eぴ領事条約(1955年条約)第21条 2項に基づいてイラン

が米国を提訴した事件である。 1996年12月12自の判決で管轄植が確認された

撞n、1997年6月23日に米国は「答弁書及ぴ民訴」と題する答弁曹を提出し

た。問答弁書の第四部では事実背景および姐則揖80条に基づ〈反訴の受理可

能性(官轄権及び直接的関連世〉が論じてられており、答弁書来の申立ては、

1987年から19岨年にかけてのイランによる船舶への攻撃・商岸における構冨

融設・軍事活動の従事が、 1955年条約第四条違反であることの確認およびそ

れに伴うイランの暗檀責任の望書を裁判所に求める内容を直訴として掲げてい

ιn 
仙。

三件自のカメルーシとナイジ=リアの領土及ぴ海洋境界事件"(カメルーシ

対ナイジエリア事件〉は、パカν半島の主権および海洋境界画定につき"、

曲 Application-de 18. eonvantion pour 18. pr1ivention e色 18. repression du 
crime de genocide， 叫rpranote 5， at 叫~9-251 ， para. 5なお、本反訴請求は、
2冊1年にユーゴスラピ?により嗣因された。 Applicationde la曲凹聞紙onpour 
la prevention凶 larepressi回 ducrime de g記ocide(Bosnie-Herzegovine 
c. Yougoslavie)， ordonnanCl';l du 10 septemb四 2001(the text is available 
at the Court'li websi句)
70 Oil PlatfQrms， tmpra 00ぬ 9，at 190 
71裁判所は、 1鈎5年条約第21条2項に基づき、同条約第10条1項の下でイラシが提起
した調求を判断する管繕砲を有すると確認した。 Plat四一formespetrolieres 
(Republique islamique d'Iran c. Etats-Unis d'Amerique)， eはceptions
preliminaire， arret du 12 decembre 19鎚.1996 CIJ R田 821，para. 55 
72 Qil Platforms，叫:prano鈎 9，at 192-1由， para. 4 
73 F町 ntiere七erretre凶 maritimeentre le ，C冶merounet le Nigeria， supra 
no旬 9，at皿8
74 199.凶年6月6日の追加鯖求訴状により、チャド湖地域のカメル シ領域の主権をめ
ぐる紛争まで訴訟主題が拡大された。 VoirFrontiるreterretre et maritime 
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1994年3月四日にカメルーンが選択条項に基づいてナイジ品リアを提訴Lた

事件である。恒保全措置時が指示され、先決的抗弁判決"および同判決の解釈

請求"を経て管轄権が確認された桂、ナイジs りアから民訴を古んだ署弁書が

提出された。答弁書中でナイジs リアは、カメルーシの訴事書面は国境沿いで

の『等件』に言及しつつナイジエリアの責任を問題としてきたと主張し、国境

袖いでの問題はカメルーンに責があり、カメルーンIi'国家責任にかかる請求を

提出する限り当事者平等の観点から反訴を提起するという。具体的には、カメ

ルーンの責任とそれに伴う措置の宣言が各国境部分の問題を担う箇所の各末屠

に掲げられており、答弁書中の申立てにも「反訴として畠請嘘に関するカメルー

ンのナイジエリアに対する責任と暗慣額につき判断し宣言すること」が吉まれ

ていた情。

最後に、コンゴ領埴における茸畏事活動軒牛"(コンゴ対ウガシダ事件〉は、

コンゴ民主共和国がウガンダによる「軍事侵略」行為に関して、選択条項に基

づいて提訴した事件である(1999年7月23日)。コンゴの要請した内容の恒保

曲 t四 leCameroun 9t le Nigeria (Cameroun c. Nigeria)， ordonnance du 
16 jUiD 1冊4.1抽4CIJ R・c.105. 
75 Fron低ere 絢ηetre et maritime en位e'le Cameroun et le Nigeria 
(Cameroun c. Nigeria)， mos町田∞nservatoires，ordonnance du 15 mars 
1996， 1鈎6CIJ Rec. 13 
76 Frontie四阿w・"， 同 maritime ent回 19 Cameroun e沌 le NigeJ:加
(Cameroun c， Nigeria)， 8XC叩 tionspreliminair.明， arret du 11 juin 1田昭j
1998 CIJ Rec， 275 
77 Demande阻 intぽP四tationde l'arret du 11 juin 1鈎8en' l'affsirs de 18 
Front泊四切口etraet 'maritime entre le Cameroun 8t le Niε:8ria (Came:町田
C. ，Nigeria)， 8xceptio田 preliminai四s(Cameroun c. Nigeria)， aηet du 25 
mars 19咽
78 なお、本件における反訴稽求は、立証が不十分であるという理由により本案段階で
は棄却された。 Fron曲目旬間耐eet maritime entre le Cameroun et 1e 
Nigeria (Cameroun c. Nigeria; Guinee equatoriale Cintervenant))， arret 
du 10 octobre 2002， (the text i8 avai1able at the Court's websi凶.P町田
田4.and325， V (E) 
79 Les acほrites町m髄"町 19territoire du congo， 8upra nOωB 
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金措置が裁判所により指示された桂、コンゴは申述書において、①コンゴに対

する軍事・箪軍事活動に世事、コンゴ領域の占拠内および非正規軍への握助に

よる、武力不行直や不干渉等の条約上および慣習法上の諸原則違反、@天然貴

置の違法な開尭による国軍主権等の条約上および慣習法上の諸原則違反、およ

び骨コンゴ国民に対する韓人等の抑圧行為による人権尊重・確保畢器等の条約

上および慣習法上の諸原則違反、をウガンダが行ったことの宣言ならびに曲以

上の義輔違反に鑑み、違法行為の終7や賠慣等をウガンダに求める申立てを裁

判所に提躍した。それに対し、ウガンダは2田l年4月20日に答弁書を提出L

た。答弁書中「第18章 C 直訴Jにおいて、ワガンダは以下の慣習法上の轟

輯違反の責任をコンゴが負うことの宣言を求めた。①ウガンダに封して武力を

行使しない輯輯②ワガングの圏内事項に干捗しない轟濁⑤ウガンダ内であるい

はウガンダに対して軍事および準軍事活動に従事する武華集団に提助を与えな

い義覇。さらに、同意にはrn.コシゴによる侵略の例J、fE ゥヌfンダ大使
館に対する攻寧ならびに外交職員およびウガンダ国民に対する非人道的取り扱

い」および fFコシゴによるルサカ合意[停戦合意(1999年7月10日締結)J 

上の轟輯違反」が含まれていた。そLて、答弁舎における申立てでは、 [(c)本

答弁書簡18章に提示された反訴が是認されること、を国際法に世って審理L

宣言する己と」を裁判所に求めたのである。裁判所は、検討に際して、ウガン

ダの反訴を①ウガンダに対するコンゴの慢略行為:z>ワガンダ大慣館および外交

官ならびにウガンダ国民に対するコシゴの攻隼⑤コンゴのルサカ合意違反、そ

れぞれに基づく請求に再構成したへ

上記の金事件において、裁判所は本訴請求と反訴請求との直接的関連性を認

定し、民訴を原手続に併合するものとして受理したへそして、裁判所は直接

80 Id.， para. 37. 
81 Application de la convention pour la prevention et la repression du 
crime de genocide， supra note 5， at 260， para. 43 (A) Oil Platforms， 
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的関連性の認定にあたり、以下のような一帯昌見則の定式北を行っているのであっ

た。

「国際司法裁判所規則は、『直接的関連』によって何が意味されるのかを定

義していない。畠事件の特殊な側面を考慮しつつ、反訴靖求を本訴請求に関連

付ける酔が十卦であるかをその載量で判断することは裁判所の任務である。一

般盟則として、両請求の関連の程度は事実上かっ法上において評価されねばな

らない。J"

それでは、具体的事件において、いかなる事実上および桂上の関連をもって

裁判所は直接的関連性を認めたのだろうか。以下、「事実上」の関連性と「詰

上Jの関連性に大別Lて、それぞれ検討する。
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11 ) 事実よの聞連性

裁判所によれば、「事実上の関連創は、各請求(本訴請求および反訴請求〉

が同じ性置の事実に基づいているのか、換言すれば、各請求の基礎となる諸事

実が同じ事実撞合体(岨 memeensemble factual∞mplexe， the same 
factua1 complex)を構成しているのか、を基準とする図。以下では、事実の

性質、つまりは事実複合体を判断する要素を経験的に判例から抽出してみたい。

a. r場所」の要膏
まず、事実檀合体の構成要量とLて、f場所」の要量制あげられる。つまり、

本訴請求および反訴請求がそれぞれの基礎としている事実刑飼じ場所で起こっ

た'ということをもって、同じ事実檀合体をなし、「同じ性質」を持つとみる

のである。

実行上、ジェノサイド条約適用事司牛で「ポスニア=ヘルツ&ゴピナ領埴(]，

も即itoi四 dela Bo田ie-Herzegovine)IIが同じ事実複合体と判断する要棄と

して指摘され、油井やぐら事件でも r<ペルシャ)暗岸地埴(出eGulu J舗が
同じ性質の事実と判断する一事由とされた。カメ Jレーン対ナイジエリア事件で

は町商匿の国境輯抽い(lelong de la front油田 entre1錨 deuxEtats) J舗

がそうしたものとしてあげられた。これらの認定からは、場所の要素が-1岡崎青

基準をなしてきたことを示している。しかし、必ずLも特定的な「場所」が言

83 Application de 18 conven“。npour la prevenHon et 1a rep間関iondu 
crime de genocide， s叩 rano随 5，at 258， pa.ra 副 OilPlatforn1s， supra 
note 9， at 205， para. 38; Frontiere 切rretre et maritime er訪問 1. 
Cameroun et le Nigeria， s只o;pranote 9， at 985: Les activi話sarmees sur 
le te:πitotre du congo， supra noぬ8，paras掴， 40 8nd 42 
剖 A四 licationde 18 convention pour la prevention at 18 rep珂 ssiondu 
CTime de ginocide， 8叩 rano切 5，at 258， ta四割
85 Qil Platforms， supra noω9， at 2問.para. 38 
86 Frontiる四凶""材eet maritime antre 19 Camaroun e色leNigeria， supra 
no旬 9，at錨S
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Eされているわけではなく、その意味する幅は広い。

さらに、コンゴ対ウガシダ事件では、本件の関係する場所がコンゴ領壇であ

ることに疑いがないにもかかわらず町、命令中にはこの点についての明示はお

く問、裁判所が問要曹にどの程度の重要性を認めたのか明らかではない。

b. r時間」の喜章
「時間」の要素も裁判所により指摘されてきたものの一つである。これは、

本訴謂求および直訴請求がそれぞれの基礎としている事実が、ー同じ期間内に

起こった'ことを意揖するものである。

ジェノサイド条約適用事件および油井やぐら事件では、申立てられた諸事実

が「同じ期間(回田町'Sde la meme periode， during the same period) Jω 

に起こったことを一理由として、両当事圏の請求が同じ事実檀合体を構成して

いると Lた。

しかし、カメルーシ対ナイジエリア事件では、両当事国の請求が同じ性置の

事実に基づいていることを認定する際に、こうした時間的要件は明示されτお

らず"、同要素は全く考慮されなかったようにみえる。

また、コンゴ対ウガンダ事件では、各民訴請求毎に横妙に異なる取り置いを

行ったのであった。二つ自の請求(ウガンダ大世館および外交官ならびにウガ

ンダ国民に対するコンゴの攻撃)については、「ウガンダによるコンゴ領域ヘ

81 ちなみに、ウガンダほ、三点目の請求につき、争点となる行動耐3ンゴ綾城で起こっ
たことを指摘Lている。 Lesactivitる， '"哩eessur le territoire du congo， 
"街pranote 8， paでa.22 
田 Lesacti vite氾armeessur le territoire du congo， id.， paras. 38 and 40 
89 Application de' la convention pour ra prevention ωla ，旬開siondu 
crime de genocide， supra note 5， at 258， para剖，剖1Plaぽo四 18，supra 
no加 9，at 205， para. 38 
90 Frontie四 terretreet maritim.e ent四 leCameroun et le Nigeria， 8tψ"  
no白 9，at曲S
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の侵攻直桂の1998年8月J"と述べて、各当事国が問題としている諸行為が時

間的に近接していることを裁判所は指摘した。 Lかし、一つ自の請求(ウガン

ダに対するコンゴの慢略行為)については、請求の基礎となる事実が共通にし

ている期間を超える部分の反訴請求をも認容したのであるへその際、裁判所

は、「ウガンダの民訴精求は、コシゴの本訴請求により取り扱われているより

も長いj朝閥に及んでいるが、それにもかかわらず、両請求は、印刷年以来、

樺々な形態や強度で、両国聞に存在する抗争(四回nflit，a conflict)に関

揺している。[強調筆者]J鈎として、両請求が同じ事実檀合体を構成すると認

定したのであうた。

c. r抗争」の性格
コンゴ封ウガンダ事件では、当該「抗争(四回nfl抗， 'a eonflict) 1M Jの性

格が事実上の関連性を認定するにあたり、裁期間の判断に大きく器署している

ように思える。

それは、三つ自の反訴請求〈ルサカ合憲違反)に関して明らかであろう。コ

シゴは、コンゴの橿略行為とコシゴの閣内対話の問題は異なること、および桂

者が提訴時に存在しなかった問題でもあることそ主張し、直接的関連性の観点

から反訴の畳軍可個性を争ったへこれに対bウガンダは、ルサカ合意がコン

ゴの請求訴状および申述書で挙げられた争点と同じ争点に向けられていること、

91 L飽 activitesarmees田 d.旬，rritoiredu'四時0，，叩ranote 8，' pa四 40
92 Id.， para. 39 
93 Id.， para. 38 
94 r抗争」という訳語は、庚瀬相子 σ冷戦後世界における紛争の多様化と秩序形成
のメカニズムH 回本と国際法の1田年第9巻紛争の解決J1-3頁〉によ勺た。
庚瀬は、抗争を rr争い』の実態リあるいは「実体的な衝突、矛盾、不可両立性、対
立そのもの」と定義する。なお、開局語法によれば、本件の場合は「武力抗争」と雷
う方がより正確であるかもしれない。
95 L飽 activitesarmees田 d.旬m 阻止四 ducongo， sup出 note8， para. 14 
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および同合意が本訴靖求の主題であるコンゴにおける武力抗争を轄結させるた

めの包括的な公序システムの確立するものであることを指摘しつつ、コンゴの

申述書における申立てを解釈する己とによって関連性を確立Lょうとしたへ

この問題について、裁判所は以下のように述べて、事実上の関連性を否認した

のであ勺た。

Fウガンダの民訴〔コンゴのルサカ合意違反)は、多辺的に合意書れた停融

合意においる抗争解決の手段に関醸しており、コンゴの請求が依拠するウガン

ダの責に帰する抗争中に生じた行為に関保する事実とは性置が異なる[強調原

文lJ"

裁判所は抗争解決過程での問題と抗争中に生じた問題とを瞳別したのであ弘

ζれが、三つ目の反訴請求において事実上の関連性を否認した決定9慨由であっ

たと解される。

さらに、ルサカ合意違反とは区別される「両国聞に存在する抗争」について、

他の二つの反訴請求においても、その性格が置接的関連性の基準つまりは「事

実檀合体」の判断に審曹を与えたように思える。

まず、本件において最も主要な争点である一つ自の反訴請求償力行瞳およ

び武装集団への撞助に関する問題)については、抗争の性格が時間的要件を置

和する理由とされたのであ勺た。同尻辞に関して、コンゴは時期毎に抗争を区

分し、それらをそれぞれ局刑酉のものとして接的にとらえようとしていたのに対

し側、ウガンダは、 r1994年から現在まで、違桂忽武力行檀は融瞳的に中断さ

れることはなかった」と主張Lていた"。つまり、ここでの問題は、両謂求

g陥 ld.，para. 23 
97 Id.， para. 42 
98 Id.， paras. 9阻 d12
99 Id.， paras. 20-21 
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(本訴および反訴)が同じ性置を持っかどうかではなく、本件の訴訟主題が継

続する一個の抗争とみなしえるか、という抗争の時間的範囲の問題であったと

いえる1へこの問題に対し、裁判所は晴請求(本訴および反訴〕は、 1994

年以来、両国間に存在する抗争に関揮している」と述べて、両国間の紛争事実

関揮をー個の抗争として把握することで時間的要件の拡大をE当化したのであ
る凶1。

また、二つ自の匠訴請求(外交構関への攻撃。についても、抗争の内容的範

囲の問題としてその性格に焦点が当てられたと考える。コンゴはこの頃に闘し、

キン"ャサにおけるウガンダの大沼館・財産・外受官に対する攻着陸日豆E手〉と

檀略や継続的占領九違法な天然資源の開発および住民の基本的権利に対する大

規槙慣害(本辞〉は、同時期に起こったが別個の問題でああと主張してい

た問。これに対しウガングは、ョンゴの請求訴状には「ヨンゴ民主共和国は、

1~98年 8 月 2 日の闇域畏犯以来世っており、それから生じるあらゆる行為を

伴う『武力侵略」に関する事件を提起する[強調原文:JJと述ぺられている点を

指摘し、当該事件は同じ時期に同じ場所で起きたため、訴訟主題に含みうると

抽Uたのである問。己こに隊、訴訟主躍をなす「紛争」を如何に構成するの

か、つまりその範囲を曲何に設定するのか、という問題がある。

この点につき裁判所は、「各当事国は、違法な武力行使に伴う欄々な抑圧行

為について他方当事者の責任を主張している[強調筆者lJとして、これらは同

じ性置の事実であり、一つ自の請求と同じ事実調合体を構滅すると認定したの

であうた1~。つまり裁判所は、本訴原告(コンゴ)により定立された訴訟主

題を拡大的に捉えることにより「一個の抗争」を想定したのであり、外交構関
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への攻睡もそうした両国聞の違法な武力行慣に関わる抗争の一部とみなして当

該法的紛争を訴訟の場に取り込むという方策を採ったのであ率。こうした裁判

所の判断に対して、特任判事ファ ホーグzンは、その宣言において「キンシャ

サにおけるウガンダ外吏機関への攻掌は、コンゴ領域への武力圏略およびその

違法な占領に関する問題の解明には役立たない」と述べ、「問攻掌が抗争の多

面的な歴史の一部であるという単なる事実では、反訴の畳理を正当化するのに

十分でない」と批判している団。また、サ】ルウェイも本件と両種の恒定的

問題において、「同じ領域において同時期に起こった事実のみでは、それが

『事実複合体の一部』をなすというには不十分であるに相違ない」と指摘して

おり、この主張は本件にも当てはめて考えることができょう問。確かに‘本

民訴は法的輯争として本訴と別個に構成Lうる主題であり、法論理的には両

「紛争」を一体のものとLて一個の訴訟手続で処理する必然性はない。桔局、

批判は、事実が場所的・時間的に同じであることのみをもって関連性を認める

裁判所の政軍的判断の是非に向けられているのであり、輯や腕が「抗争」概念

を適じて「事実檀合体」を据える判断を政策的になしたことは明らかであろう。

【酔伍】

「事実檀合体」の判断に際して依拠される「時間」や「場所」という要薫は、

裁判所によるその認定内容に事件毎の幅がありうるが、それ自体は比較的客観

的なもののように思える。他方、「抗争Jの性格は、上記二要薫に比して主祖

性を得びており、特に一個とみなされる抗争は、裁判所による「事実檀合体」

の抱趨に決定的な罷曹を与えうる。これは、毅判所が認定する「抗争」が、語

学的に構成される概意 (r紛争J)ではなし社会学的に構成されたものである

ということを意味していると考える。したがって、己の要素は訴外の紛争事実

105 Id.， (Judge ad hoc Verhoeven， Daclaration) 
106 H. Thirlway， 8uprαno旬 6，at 217. 
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関保に対する裁判所の見解や評咽を直接に反映するといえよう。

ところで、事実よの関連性につき、内在的関連とみなしうる基準も判例中に

は見られる。それは、反訴が基礎としている事実と防醐(抗弁)が基礎として

いる事実が問ーである、というものである。これは直接的関連性の根拠とLて、

ジ品ノサイド条荊適用事件でユーゴスラピアが'"、抽弁やぐら事件でも米国

が主張した皿基準であり、裁判所も各事件において己の点に言及しているの

であ勺た瑚。しかし、同基準は、本訴請求と防掴の関連性を前提としており、

請求聞の関躍ではないように且われる。加えて、捕足的に援用されているこ

と"0およびその後の事件では全く検討されていないことmから、間基準は

I事実檀合体Jの遍嘩に比して二次的な位置しか占めていないと考える。

以上より、実行上、裁判所6ま、事実上の関連性の認定について、時間や場所、

抗争の性格といった反訴靖求の外在的要素に基づく基準によってその関連性を

判断しているといえる。しかも、裁判所は、時間や場所の要素に決定的な重要

性を与えているわけではなく、抗争の性格付けによっては、商事告主題が時首的・

内容的に広範な事実を含むものと Lて構成されうるのである。つまり、裁判所

107 Application de 1a convention pour 1a prevention et 1a repres旦iondu 
crime de gen田 ide，S叩阿国旬 5，at 255， para加
1曲 OilPlatforms， supra note 9， at 201， para. 24 
109 AppU四 tionde 1a convention pour 1a p詞刊ntionet 1a ripre咽 iond1J 
crime de genocide， supra noぬ 5，aむ258，para. 34; Qil Platforms，叫~pra
n。畑 9，at 205， p世 a，曲。ジェノサイド条約適用事件では、「同一 Cidentique，id 
岨 ti国])J事実という強い表現が使属されていたが、油井ゃく'ら事件では「同じ
(same， meme)Jという表現が使周された点に文言1:;相違がある。なお、ジェノサ
イド条約適用事件につき、「同 」の用語は厳密さに欠けるとの指摘もある。晶， H 

τ'hirlway， S叫pranote 6， aも217
110 “岨 O叫が〈仏)ないし“mo，回ver~ (劃が掃入されていることから推測され

る。
111 Frontiere旬rretreet maritime entre le Came;roun et 1e Nigeria， 8叩 '0
note 9， at側目白 Les &c地ivites町 meessur le territoi四 du .congo， S叩 '0
note 8， p町田 88and 40 
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は広範な載量のもと、事実の全体的評価を前提として政軍的に事実上の開港性

を認定していると解される。

121法上の関連性

改に、法上の関連性であるが、輯判所によれば、これは「法的に同じ目的

(le meme but juridique， the same legal aiI討を追求」しているかどうか

の問題であるとされる。実行上、ジェノサイド条約適用事件では、尻訴謂求お

よび本訴謂求により、両当事閣が「ジェノサイド条約違反に関する桂的責缶の

確定Jを追求していることを法的に同じ目的を追求していると認定した'"。

また、抽井やぐら事件でも、 r1955年条約違反に関する法的責在の確定」が同

じ法的目的の追求とみなされた1130

ヨンゴ対ウガンダ事件では、一つ自の請求(ウヌfンダに対するコンゴの橿略

行為)につき、「武力不行檀原則(国連憲章第2条4項および慣習語〉ならび

に内政不干渉原則の違反に基づく法的責任の確定」を，..、二つ自の請求(ウ

ガンダ大檀館および外交官ならびにウガンダ国民に対するコンゴの攻撃)につ

き、「違法な武力行使に関連する、人及び財産の保聾に関する条約上および慣

習法上の諸規則の違反による責缶の確定」を師、法的に同じ目的を追求して

いる理由として「措上の」関連性を認定した。しかし、三つ自の謂求(コンゴ

のルサカ合意違反)に関しては、以下のように述べて、桂上の関連性を認めな

か勺た。

「コシゴがパラグラフ38で言及した諸盟則[武力行檀禁止および内政不干

112 Application de la conven低onpour la， prev阻 tionet la repr関siondu 
官官19de genocide， supra no旬 5，at 249-251， para. 35 
113 Oil Platlorms. supra note 9， at 205， para曲。
114 Les activi係sarmees sur le飽m旬iredu congo，叫~ranote 8， para. 38 
115 Id.， para. 40 
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捧]の違反に基づくウガンダの責任の確立を求めているのに対L、ウガンダは

ルサカ合意の特定条項の違反に基づくコンゴの責任の確立を求めているJoU6

つまり、裁判所は責任発生の根拠法が違う己とをもって、法的に同じ目的を

追求していないと認定したのである。

【評価】

以上の諸判例からは、「法的に同じ目的」の追求の基準は、「同一法規の達同

の主張を、一応は意味すると解しうる。また、原告による適用法の特定は、管

轄権との関揮で反訴を制限 Lうるととが示唆される。つまり、本訴の事項管轄

描内においてのみ反訴が許容されうるのであり、己のことは、反訴を1995年

条約第10条1項に関するものに限定Lた抽井やぐら事件から明らかであろ

うm。

なお、カメルーン対ナイジ品リア事件では、「桂的責任の確定とそれに伴う

膳慣の決定」が、「同じ法目的岨求」の根拠とされたが、同一世規違反の主張

という点から不明確な点を残している。なぜならば、こ己でいう『法的責任」

は、「武力行世に起因する法的責任」と解さざ'.;えないが、両当事国は乙の点

についての適用桂を必ずLも明らかにしてはいないからである1180Lかし、

己の点については、「裁判所は法を知る {juranovit c町同」の原則で補完さ

れたと解するのが妥当であろう111さらに、本訴の事項官轄による反訴の制

116 Id.， para. 42 
117 oil Platforms， supra no旬仇叫 2血， para. 36. Voir a旧'slF. Sa1erno， 
S叩四 国防 52，at 3曲
118原告は「園際瞳及び慣習国際訟の義務Jまたは「条約上Eぴ慣習法上の義務」と
だけ述べ、また、被告によるこうした言Eはない。 VoirLa roquete銚 1.
memoire par Cam位。un
119命令の文言も「各当事国の輔求が、同じ法的目的を追求している」と述ぺており、
他の判例『両当事国が』とは主語が微妙に異なっている。Frontiereterre回凶



142 神戸法学年報第四号(2003)

限に関しでも、請求訴状中の申立て(c、追加請求訴状中の申立て(c);仮保全措

置の指示要請、およぴ申述書中の申立て(c)を通して、原告(カメルーシ〉によ

り定立される紛争主題が国境沿いの武ガ仔置に関わる問題を含みうるものであっ

たため、同問題は遭択条項に基づく事項管轄権に吉まれてい<;との判断が寵判

所にはあると考えられる。

おわりに

以上の検討から、まず、層際司法裁判所での反訴は「幅員中の訴訟手続内に

おいて、本訴被告が本訴原告に対Lて、本訴請求の棄却を超える請求を答弁書

中で申立てる行為」であると定義され、請求自体についての連結は、ある晴求

を反訴とみ江すか否かとは無関係であるといえる。轄局、それは畳理可能性監

階における反訴請求と本訴漕求の「直接的関連性」要件に集約されるのである。

そLて、実行上、匠訴畳湿の要件である「直接的』関連性は、本訴請求と反

訴謂求が「十卦にJ関連しているかを裁判所が事実上および法上において評価

する ζとによ勺て判断されてきた問。この認定権は裁判所の裁量事項と Lて

確立しており、関連性の内容は事件の個別的かっ全体的評価によ墨。その際、

請求聞の内在的関連は必ずしも必要ではなく、裁判所の政策的判断で関連性を

認定することが可能であると考えるU10

maritime e叫rele Cameroun et le Nigeria， 8Upra n。旬 9，at 9邸
120 認定に際して関連性のニ要素~実上・法上)が必ずしも必要ではないと主張す
る学説 (voirF. S叫erno，8叩 ranoぬ 52，at剖9.)もあるが、実行上、談判所は
両要素を常に検討してその両方を認定するか否定するかしており、必ずしも単一の要
素だけで十分と判断しているかは明らかではない.
121 tJ.お、訴訟接加につき、こうした政策的判断の介在を否認した例もあり、関迫性
の評価という点から一般にこうした裁量が認められあわけではない。島包

Continental Shelf (Tunisia/Liby皿Arabjamahiriya)， A即 li叫 '00 加
Intervεne， Judgment of 14 Aprill曲1，1田1ICJ Rep. 12， para. 17 
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さらに具体的に裁判所による「関連性」の認定手法を毘ると、事実上の関連

性の認定はかなり柔軟になされていることがわか勺た。つまり、その碁準であ

る噂実の性質」ひいては「事実檀合体」を適用するに醸し、「場所」や「時

間」といった要需拡、認定の対車に幅がある上、脱漏されたり緩和されたり L

ているのであり、「抗争」の性幅は「事実複合体」そのものとして裁判所によ

り考慮されているように思われるのである。結局、裁割踊昨は(本訴)原告が定

立した請求主題を参照しつつも、それを紛争主題と同一視することで拡大的に

捉えているといえよう"'。 ζうした拡大的解釈は、法的紛争(つまり法的見

解の対立)に収倣されない、訴外の紛争事実関慌に対すQ裁判所の見解を反映

しているものと考えられる.場所や時間といった基単も、こうした裁判所の主

観的判断に一定の客観的棉相をまとわせるためのものと推測するのも的はずれ

ではなかろう。

また、法上の関連性は、本訴原告が握用する法と同ーの法に対する違反を基

準とするため、民訴原告(本訴被告)は、原則として、本訴で慢起された詰の

枠内でしか法の適用を裁判所に要求しえないと解される。ただし、本訴請求が

基礎としている法と反訴請求が基礎としている法が「同じ」であoと裁判所が

判断する場合、「載判所は龍を知る」の原則により、裁判所が職権的に法上の

関連性を認定しうると解される。このことに応辞菅轄による管轄権設定の可能

性を考えあわせれば、一見したと己ろ本訴靖求とは関慌がないように思える反

訴請求であっても、裁判所により法上の関陽性が認定される可能性を否定しえ

ないことになる。この己とは、カメルーン対ナイジ品リア事件およびコンゴ対

ウガンダ事件(二つ自の請求について)において、明らかであるように盟われ

122 r精求主題」と F紛争主題」を厳格に区別する立婦によれば、こうした裁判所の
実行は規則80条の文書からの逸脱として批判されるかもしれない.両者の区別につい
て隊、Affarede L'Interhandel， Arre比du21 ma四 1田9，1田9CIJ Rec. 30-31 
(Judge Basdev田弘 Declaration)を多照。
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る。

以上のような載量行使態樺から、民訴に対する裁半肪青の立場は次のようなも

のであるといえよう。まず、訴訟主題をなす法的紛争を紛争事実関揮を宕廟に

置きつつ構成することで、裁判所は「紛争」を構成する事実を反訴を通じてよ

り多〈訴訟の揖に取り込ζもうとLている。そして、同ーの紛争事実関陣から

生じうる法的輯争がどの範囲で訴訟手続に包摂できるのかは、それに対する適

用法による。ここに、同一法規の適用により処理Lうる限りにおいで、量括的

な紛争処理を訴訟において実現しようとしている裁判所の政輩的判斬が避けて

見えているように思われる瑚。確かに、裁判所が反訴の受理を柔軟に行って

いる背景には、それにより被告国の訴訟手続への関与を確保しようという思串

もあろう。しかし、軍軟芯反訴受理のー帰結が紛争の包括的処理として現れて

くることは明らかである。

最桂i己、紛争の包括的処理を志向し、反訴を柔軟に畳理する裁和帽の載量行

世に対して、他の考慮要因からくる制約があるのかを検討しておきたい。

まず、訴訟遅延防止に起因する制約である。つまり、反訴が本訴の訴訟手臨

を亜延させるならば、それゆえ畳理されるべきではないという主曜である瑚。

これは、主として訴訟経簡の要請であ忍といえるが、訴訟遅涯を招く反訴が

「合理的期間内に判決を樽る原告の・権利'Jを恒害す'-'からとも考えられる1mo

ここでの問題拡、規則80条の要件(とりわけ直接的関連性要件)を満たす反

訴を却下できるのか、ということにあり問、理論上は載判所の裁量による庄

123 See S. D. Murphy， AmpUfy帥.g the World 白町内 Ju附 diction
ThrotぽhCo叩 ter-Claims田 dThird-Party Intero四 tion，33 Geo. W曲以
Int'l L. Rev. (鈎曲)， at 20 
124園内法上も司響し〈訴語手続を遅滞させるとととなるとき」、反訴は却下されあ。
日本民事訴訟法146条1項但し書き.
125 Applicallon de 1a convention pour 1a prevention et la repression du 
mmp de ghocide，supra meet U276，(Judge XTmma，白p町 a旬
。"'丞ion)。
126 晶eid.， at 294-296， CJudge Wωramantry， Diss岨 tingOpinion) 
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訴却下が可能であると解されるi21Lたがって、反訴による訴訟運延を考慮

してこの裁量が行位されたならば、直接的関随性が認定された反訴であっても

却下されうる。近年、先決的抗弁剖1下された被告が本車手続を遅らせるため

の新たな手段として匡訴を利用しているとも指摘されており刷、訴訟遅延肋

止の考庫は、こうした訴訟戦怖の曹としての反訴濫用に対する歯止めとして、

その畢当性を主張Lうるとも考えられる。

しかし、実際に裁判所が訴訟遅延を理由として裁量で反訴を却下をしたこと

はない。ジェノサイド条約調用事件では、本訴と匠訴の提起に四年聞の隔たり

があり、審理対象となる事実も膨大であったが曲、裁判所(多数意見)は訴

訟遅延を理由として却下することはなかった180. 答弁書において反訴が提起

される限り国民訴の時期は考慮されないのであり、 Lかも事実認定により起

己るかもしれない運延が反訴却下を正当化する程度に至るのは容易ではないよ

うに思われる。

また、反訴として却下されたとしても、その乙とにより閉じ謂求が別訴とし

て載判所に偶属Lうることまでは排除されない。したがうて、本訴との直接的

関連性を裁判所により認められた反訴が訴訟遅延を理由として却下された後に

127規則回条3項をlOi環。裁判所が畿権により、別訴としてiIl件名簿位登録できるか
は78年規則上位不明確であヲたが、現行規則ではこうした取り緩いも可能と解される。
晶eS. Rosenne， supra no旬邸， at 87.128 
晶 'eP. Bekker， 叫iprαnote61， at 513 and 516 
129 ボスニアの~~ノサイド条畑違反を立証するために提出されたユーゴの文書は7∞
頁以上に渡るといわれる。 VoirApplication de la cosvention pour 1a 
pri刊 ntionet la ripre崎断00du crime de genocide， 8t伊ranote 5， at 295 
(Jud肝 W網拡m岨廿y，Dissenting Opinion) 
130 r合理的な期間内にその鶏求を毅判される原告の利益を見失ってはならない」と
だけ言及されている。 Applicationde la convention pour la prevention et la 
rip回ssiondu cnme白 genocide，id.， 2.国 2田， para. 40 
131油井ゃぐち事件において裁判所ほ、鏡則80条2項により答弁曹の拠出以降に反
訴を提起することは認めてられないとする解釈を明らかにしたとされる。 Oil
Platforms，叫~pra note 9， at 197 and 2.02-203， p町田。 15，27 and 32. See 
atso P. Bekker， Ilupra note 51， at 514 
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別訴として提起された場合には、以下のような問題が生じるであろう。まず、

載判所が別訴を本訴に酔合(規則47条)するという措置を揮るならば、手続

上は尻訴とほぼ同ーの輯論となり、 ζれは、事実上、裏口からの反訴を認める

に等しい13t地方、別訴として処理する限り、本訴手続の運延は生じないと
しても、各判訣間に時間のズレが生じることは避けられず、掛争の統一的かっ

図的処理は血書される。つまり、手続上で反訴を迂回して本訴の遅延を防止

し得たように見えても、実体上はその処理の畢当性が問われざるを得ないので

ある。

さらに、本車判決を運らせる訴訟戦構として匠訴が試みられる場合、本訴撞

告は朝正史を得ることを目的としていないため、同請求を別訴として提起する可

能性は低いといわざるを樽ない。このことを考慮するならば、裁判所の実行は

裁判所が睦告の反訴を奇貨として紛争の包括的処理を試みでいることを示して

いると考えられないだろうか団。

以上のことを考え併せれば、裁判所が直接的関連性を認定した民訴を訴訟遅

延を理由として自らの軍司量において却下する可能性は理論上否定できないとは

いえ、現在までの実行は、裁判所が迅速な裁判という手続上の要晴よりも包括

的紛争処理という実体上の考慮を重視していることを示すように思われる。

そして第二に、「先例」あるいは決定の一貫性といった手続法の観点からく

る制約が考えられる。確かに、これを手輔の先例拘束性という法的観点から見

るならば、未解決の問題といわざるを得ない181しかし、事実の問題と Lて、

1坦 「判例上、併合に用いられる関連性の規準は、反訴におげるそれよりも緊密であ
る。J(F. Salerno， 8岬 ranote 52， at 3岨〉と指摘されるが、明らかではない。
この点の検討は、他日を期したい。
1担現行規則8則条8項のもとでは、直盤的関連性の恩定がされなか勺た請求を裁判所
が別訴として総件名簿に登録する処理もありうる。しかし、未だこうした実行はない。
も」裁判所が反訴の内容を別聞として登録した後に併合するならば、理論上はとも
かしその実擦的帰結は反訴と全く同じとなろうoSeeS.R白血ne，8叩 ranote 
55， at 87 
134 この点に闘し、サールウェイは、「規瞳および規則の解釈問題であり、条約解釈の
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手続規則の存在意義やその梓曹を無視することもまたできないであろう。つま

り、手続の確かさとその安定性は訴訟当事国にとっての不可究な保障であるた

め'$、手続規則による手続の予見可能性がここで問題となりうるのである由。

この点に重きを置けば、直接的関連性の認定に関する裁判所の実行は、不確

定要素を含んでいるものとして批判されるかもしれない。しかし、請求が事件

の特疎性を必然的に反映することを考えれば、関連性の基準を客観的に晴轍化

してい〈ことに、そもそも限界があるように思える。加えて、直訴の関瞳性要

件は訴訟経曹の観点からも評価され それが要件の酷格な定式化による裁量の

制限を拒むため問、よさ司法運宮は必ずLも組則の厳格性に馴染まないとい

う性置を持つという点も見越せない。 Lたが勺て、サレルノが指摘するよう

に1酒、輯判所は、民訴の畳理を正当化する「直接的関連性」の基準を一定程

度客観ばじさせつつも輯量的評価の余地を残すことで、手続規則の予見可能性と

よき司法運営のパラシスを図っているのである。結局、手続規則は、訴訟当事

国の(手輯上の)権利保聾のみならず、「よき司法適官」の実現にも費すべき

ものであり、己れら諸原理のパランスを図るためにも裁判所には柔軟な裁量行

檀が求められていると解されよう。

以上より、反訴手続を柔軟に利用することで紛争の包括的処理を志向してい

る裁恥所の実行は、一定のE当性を持っているものと考える。このことが現状

において裁判所によって「よき司法運営」と認識されており、国酷絹争の平和

的処理システムにお砂る司法的解訣の射程を押し広げうる発展として評価でき

ると思われる。

原則に基づく」と指摘し、「一度採られた解釈は軽々しく放棄されるべきではないJ
と主張する。 SeeH. Thirlwayト8upranote 6， at 199， e.甲 note8. 
135 Voir L. Salvadogo， supra. no匂田， .t防9
136 Voir F. Salemo， supra note 52， at 377 
137 Voir F. Salemo， id.， 351 
138 _ Voir F. Salemo， id.， 378 
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